
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

平成 16 年景観法等の解説 
 

平成１６年６月、都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な景観の
形成に関する基本理念及び国等の責務を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区域、
景観地区等における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による支援等所要の措
置を講ずる我が国で初めての景観についての総合的な法律として、「景観法」が制定（景
観地区等を除き年内に施行予定）され、併せて都市計画法や建築基準法等の一部も改正さ
れました。今般、景観法の概要及び今後の運用方針等について紹介したテキストを発行い
たしました。 
 

建築物及び工作物の設計・施工、都市開発事業並びに地方公共団体やNPOなどでまちづくり等の関係業
務に携われる方々におかれましては是非ご購入されますようご案内申し上げます。 
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問い合せ先 （財）日本建築センター 情報事業部 
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